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第一部 企業情報
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第１ 企 業 の 概 況

１．主要な経営指標等の推移

回 次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期

会 計 期 間

(1）連結経営指標等

売 上 高 (百万円) − − 67,066 106,284 108,544

経 常 利 益 (百万円) − − 12,486 7,209 7,518

中間（当期）純利益 (百万円) − − 4,884 1,686 1,756

純 資 産 額 (百万円) − − 98,539 82,293 93,566

総 資 産 額 (百万円) − − 177,942 156,389 159,419

１株当たり純資産額 (円) − − 2,605.58 2,369.45 2,474.04

(円) − − 129.14 48.55 50.19

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 (円) − − − − −

自 己 資 本 比 率 (％) − − 55.4 52.6 58.7

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー (百万円) − − 4,843 − 7,238

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) − − △ 2,475 − △ 4,245

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

(百万円) − − △ 393 − △ 5,614

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

(百万円) − − 54,550 55,267 52,581

従 業 員 数 (人) − − 4,683 − 4,623

(2）提出会社の経営指標等

売 上 高 (百万円) 32,120 29,867 46,068 66,744 65,545

経 常 利 益 (百万円) 2,162 1,559 8,417 3,711 3,880

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 (百万円) 170 672 3,655 1,704 962

資 本 金 (百万円) 12,738 12,738 12,892 12,738 12,892

発 行 済 株 式 総 数 (株) 34,730,969 34,730,969 37,820,205 34,730,969 37,820,205

純 資 産 額 (百万円) 66,732 68,971 79,823 67,988 76,050

総 資 産 額 (百万円) 91,902 93,832 113,592 95,285 99,595

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,921.40 1,985.88 2,110.62 1,957.57 2,010.85

(円) 4.90 19.35 96.67 49.07 27.49

潜在株式調整後１株当たり
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 (円) − − − − −

年間 (円) 8.00 8.00 8.00 16.00 16.00

自 己 資 本 比 率 (％) 72.6 73.5 70.3 71.4 76.4

従 業 員 数 (人) 1,787 1,791 1,766 1,761 1,751

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．中間連結財務諸表規則が新たに制定され、第55期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成してい

るため、それ以前については記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、転換社債等の潜在株式がないため、記載し

ておりません。

４．従業員数は、平成12年３月期より就業員数を表示しております。
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２．事 業 の 内 容

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３．関 係 会 社 の 状 況

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４．従 業 員 の 状 況

(1）連結会社の状況 平成12年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数

貨 幣 処 理 機 及 び 貨 幣 端 末 機 1,965

自 動 販 売 機 及 び 自 動 サ ー ビ ス 機 器 967

そ の 他 の 商 品 及 び 製 品 79

保 守 824

共 通 （ 製 造 間 接 ） 130

共 通 （ 販 売 ・ 保 守 間 接 ） 267

共 通 （ 全 社 ） 451

合 計 4,683

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．保守の従業員数は、特定のセグメントに関連付けることができないため区分表示しております。

３．共通（製造間接）、共通（販売・保守間接）及び共通（全社）として、記載されている従業員数は、特

定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況 平成12年９月30日現在

従 業 員 数 1,766人

（注）従業員数は就業人員であります。

(3）労働組合の状況

労働組合との間に特記すべき事項はありません。

人
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第２ 事 業 の 状 況

１．業績等の概要

(1）業 績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、ＩＴ産業に代表されるように企業収益は総じて順調であり、景

気はゆるやかに回復軌道に乗り始めました。一方、雇用情勢は依然として厳しく個人消費も本格的な回復には今

しばらく時間がかかるものと思われます。

このような経済状況のもとで、当社グループ（当社、連結子会社、持分法適用会社）は、各市場におけるきめ

細かなニーズに対応すべく新技術の研究と新製品開発を積極的に推進するとともに、全分野において拡販に努め

てまいりました。更に、新５００円硬貨および新しく発行された２０００円札の対応につきましても万全を期し

てまいりました。

この結果、売上高につきましては、67,066百万円となりました。利益につきましては、コストダウン活動など

全社を挙げて経営体質の改善に傾注した結果、売上原価率が大幅に改善し、営業利益は12,605百万円、経常利益

は12,486百万円となりました。中間純利益につきましては、退職給付会計の実施に伴う会計基準変更時差異の一

括償却実施により2,165百万円を特別損失に計上するなど、特別損失は増加しましたが、4,884百万円となりまし

た。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（貨幣処理機及び貨幣端末機）

国内につきましては、偽造硬貨識別対策の機能を有する硬貨包装機や合理化に対する根強い需要のある

オープン出納システムの構成機器である紙幣整理機等は、新５００円硬貨および２０００円札の発行に伴う

買い替え需要とあいまって、販売は大幅に増加いたしました。また、金融機関向けの窓口周辺機器である循

環式の紙幣入出金機や硬貨入出金機、ＡＴＭ（現金自動預け払い機）搭載の硬貨入出金機および新製品であ

るローカウンターにも収まる紙幣・硬貨一体型入出金機等の販売は順調に増加いたしました。更に、流通業

界向けの機器である小型入金機や警備保障会社向けの機器である売上金入金機の需要も総じて堅調でありま

した。

海外につきましては、アジア、中南米、米国向けの紙幣計算機の販売は減少いたしましたが、米国、欧州

向けの硬貨包装機や紙幣整理機、米国向けの入金機は順調に増加し、欧州向けの紙幣受入装置は自動化・機

械化の進展により大幅に増加いたしました。

この結果、売上高は38,392百万円となりました。利益につきましては、労務費増等による経費増はありま

したが、コストダウン活動により売上原価率が改善した結果、営業利益は8,067百万円となりました。

（自動販売機及び自動サービス機器）

遊技業界に明るさが見え始め需要が増えたことにより、関連機器であるカード販売機や玉貸し機・メダル

貸し機並びにカード処理機や景品管理ターミナル等の販売は大幅に増加し、たばこ販売機につきましても、

特定たばこメーカーの需要の増加により、販売は順調に増加いたしました。また、金融機関や流通業界向け

の多能式紙幣両替機につきましては、新５００円硬貨および２０００円札の発行に伴う買い替え需要と新製

品の市場投入による需要の喚起で、販売は大幅に増加いたしました。

この結果、売上高は20,242百万円となりました。利益につきましては、貨幣処理機及び貨幣端末機同様、

労務費増等による経費増はありましたが、コストダウン活動により売上原価率が改善した結果、営業利益

2,906百万円となりました。

（その他の商品及び製品）

当社グループ以外の他社から仕入れた商品や部分品、取付具、附属品が主要であり、販売は順調でありま

した。この結果、売上高は8,431百万円、営業利益は1,659百万円となりました。

セグメント別営業利益は固定資産の内部振替による未実現利益等27百万円を消去する前の金額であります。

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。

また、当中間連結会計期間は「中間連結財務諸表制度」の導入初年度であるため、前年同期との比較分析は

行っておりません。（以下「キャッシュ・フロー」および「生産、受注および販売の状況」において同じ）



− −5

(2）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中

間純利益が8,691百万円と高水準で、これに加えて退職給付引当金の増加等の収入要因はありましたが、売上債

権の増加等の支出要因と相殺されたことにより前連結会計年度末に比べ1,969百万円増加し、当中間連結会計期

間末には54,550百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は4,843百万円となりました。

これは主に２０００円札、新５００円硬貨の発行に伴い貨幣機器の需要が増加したことにより、売上債権

の著しい増加7,696百万円等による資金減少要因があるものの、税金等調整前中間純利益が8,691百万円計上

されたこと及び会計基準変更時差異の一括償却実施により退職給付引当金2,502百万円が増加したこと等を

反映したものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は2,475百万円となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出額1,614百万円と無形固定資産の取得による支出額1,001百万円

等によるものであります。有形固定資産の取得には製品の製造に係る金型・治工具類1,107百万円等が主な

ものであり、また、無形固定資産の取得は主として自社利用のソフトウェアであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は393百万円となりました。

これは主に配当金の支払額302百万円等によるものであります。
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２．生産、受注及び販売の状況

(1）生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、当社グループ（当社及び連結子会社）全体の生産実績のうち、当社の生産実績が大半を占めるため、当

社の生産実績を記載しております。

（単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

貨幣処理機及び貨幣端末機 23,769

自動販売機及び自動サービス機器 15,039

そ の 他 の 商 品 及 び 製 品 8,044

合 計 46,852

（注）１．金額は当社の販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、当社グループ（当社及び連結子会社）全体の受注高のうち、当社の受注高が大半を占めるため、当社の

受注高を記載しております。

（単位：百万円）

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

事業の種類別セグメントの名称

受 注 高 受 注 残 高

貨幣処理機及び貨幣端末機 9,166 4,766

− −

その他の商品及び製 品 3,005 746

合 計 12,172 5,513

（注）１．金額は当社の販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

貨幣処理機及び貨幣端末機 38,392

自動販売機及び自動サービス機器 20,242

そ の 他 の 商 品 及 び 製 品 8,431

合 計 67,066

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３．対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。

４．経営上の重要な契約等

該当事項はありません。

５．研 究 開 発 活 動

当社グループ（当社及び連結子会社）は、紙幣・硬貨の計数、搬送、集積等で培われた媒体処理技術（メカトロ

技術）、更には認識、識別技術を当社コア技術と捉え、それら技術の徹底的な深堀りを実施していくことを研究開

発の基本方針としております。

また、当社グループは、当社を中心に研究スタッフ約650名（総従業員の約14％）を擁し、基礎研究分野から製

品の開発、設計までを手がけております。

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は

次のとおりであります。

なお、研究開発費につきましては、特定のセグメントに区分できない基礎研究費用等468百万円が含まれており、

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、5,268百万円となっております。

(1) 貨幣処理機及び貨幣端末機

貨幣識別の要素技術開発及び先行技術開発は技術開発部門が行い、新製品の開発及び既存製品のモデルチェ

ンジは各事業部の設計部門が行います。

当中間連結会計期間の主な成果としましては、金融機関の営業店及び事務センターで取扱われる手形・小切

手を自動的に分類・集計するために、金額をＭＩＣＲ文字で自動印字するＯＣＲ搭載オートエンコーダ及び手

形交換所から持帰った手形・小切手の印鑑照合や形式点検など、券面の確認作業を正確かつスピーディーに行

うための手形専門スキャナを同時に開発いたしました。

当事業に係る研究開発費は3,794百万円であります。

(2) 自動販売機及び自動サービス機器

当セグメントの主たる技術開発分野といたしましては、近年注目を集めている電子決済の動向に対応できる

ＩＣカードシステムに関わる各種技術が挙げられます。

また同分野の技術開発につきましては、担当事業部の設計部門及び連結子会社であるグローリー機器株式

会社の設計部門が行っております。

当中間連結会計期間の主な成果としましては、時代に先駆けたハイセキュリティ等の高機能をもった“Ｍ

ＵＬＴＯＳ”をＯＳとした接触型ＩＣカードに現金並びにクレジットカードから貨幣価値の書き込みが出来

る電子マネー発行精算機を開発いたしました。

当事業に係る研究開発費は1,005百万円であります。
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第３ 設 備 の 状 況

１．主要な設備の状況

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２．設備の新設、除却等の計画

当中間連結会計期間及び前連結会計年度末において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 提 出 会 社 の 状 況

１．株式等の状況

(1）株式の総数等

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 130,000,000 （注）

計 130,000,000

（注） 株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。

発 行 数記名・無記名
の別及び額面
・無額面の別

種類
中間会計期間末現在

(平成12年９月30日現在)
提 出 日 現 在

(平成12年12月22日現在)

摘 要

東京証券取引所 市場第一部
（注１）

大阪証券取引所 市場第一部

記名式額面株式
（券面額 50円）

普 通
株 式

37,820,205 37,820,205

（注２）

発

行

済

株

式
計 − 37,820,205 37,820,205

（注１） 当社株式は、平成12年12月20日に東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。

（注２） 発行済株式は、すべて議決権を有しております。

(2）発行済株式総数、資本金等の状況

資 本 金 資 本 準 備 金 摘 要
年 月 日

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高

千株 千株 百万円 百万円 百万円 百万円

− 37,820 − 12,892 − 19,119

株

株 株
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(3）大株主の状況 平成12年９月30日現在

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 2,094千株 5.54％

龍 田 紡 績 株 式 会 社 兵庫県姫路市延末４８３番地 1,969 5.21

株 式 会 社 さ く ら 銀 行 東京都千代田区九段南１丁目３番１号 1,641 4.34

有限会社ｵﾉｴｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 兵庫県姫路市南新在家２２８番地の１ 1,100 2.91

有 限 会 社 ウ イ ニ ン グ 兵庫県姫路市新在家本町５丁目６番６号 1,000 2.64

兵庫県姫路市下手野一丁目３番１号 990 2.62

株 式 会 社 住 友 銀 行 大阪市中央区北浜４丁目６番５号 904 2.39

株 式 会 社 三 和 銀 行 大阪市中央区伏見町３丁目５番６号 904 2.39

ｴｲﾁｴｽﾋﾞｰｼｰ ﾊﾞﾝｸ ﾋﾟｰｴﾙｼｰ
ｸﾗｲｱﾝﾂ ﾕｰｹｰ ﾀﾂｸｽ ﾄﾘｰﾃｲｰ

（東京都中央区日本橋３−11−１）
889 2.35

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 858 2.27

計 12,353 32.66

(4）議決権の状況 平成12年９月30日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数
議決権のない株式数

自 己 株 式 等 そ の 他
単 位 未 満 株 式 数 摘 要発

行
済
株
式 − 1,000 37,626,000 193,205

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

摘 要

グローリー工業株式会社 兵庫県姫路市下手野
一丁目３番１号

1,000 − 1,000 0.00

自

己

株

式

等 計 1,000 − 1,000 0.00

（注）１．株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株あります。

なお、当該株式数は「発行済株式」の「議決権のある株式数」の「その他」に含まれております。

２．「議決権のある株式数」の「その他」及び「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ2,000株及び378株含まれております。

２．株価の推移

月 別 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月

最 高
円

1,850 1,811 1,994 2,140 2,305 2,095
当該中間会計期間に

おける月別最高・最

低株価
最 低

円
1,580 1,580 1,800 1,800 1,810 1,850

（注） 最高・最低株価は、平成12年８月31日までは大阪証券取引所市場第二部、平成12年９月１日以降は大阪証

券取引所市場第一部におけるものであります。

３．役員の状況

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

株 株 株 株

株 株 株 ％
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第５ 経 理 の 状 況

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成12年４月１日から平成12年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

(3）当中間連結会計期間（平成12年４月１日から平成12年９月30日まで）は、中間連結財務諸表規則が新たに制定

され、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行って

おりません。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成12年４月１日から平成12年９月30

日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）及び当中間会

計期間（平成12年４月１日から平成12年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人（従来から当

社の監査を行っている中央監査法人は、青山監査法人と平成12年4月１日に合併し、中央青山監査法人となりまし

た。）により中間監査を受けております。

その中間監査報告書は、中間連結財務諸表及び中間財務諸表のそれぞれの直前に掲げております。
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［両面印刷の為、白頁が入ります］



− −13

［当中間連結会計期間の監査報告書］
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［両面印刷の為、白頁が入ります］
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１．中間連結財務諸表等

(1）中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

当中間連結会計期間末

（平成12年９月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成12年３月31日現在）

期 別

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

１．現 金 及 び 預 金 53,441 52,323

２．受取手形及び売掛金 ※３ 34,844 26,905

３．有 価 証 券 1,639 968

４．た な 卸 資 産 29,528 21,963

５．繰 延 税 金 資 産 2,471 1,425

６．そ の 他 1,340 942

貸 倒 引 当 金 △ 345 △ 186

流 動 資 産 合 計 122,919 69.1 104,343 65.4

Ⅱ 固 定 資 産

(1）有 形 固 定 資 産

１．建 物 及 び 構 築 物 13,114 13,375

２．土 地 ※２ 12,817 12,819

３．そ の 他 ※１ 8,055 33,986 19.1 8,357 34,552 21.7

(2）無 形 固 定 資 産 3,076 1.7 3,305 2.1

(3）投資その他の資産

１．投 資 有 価 証 券 9,653 8,503

２．繰 延 税 金 資 産 2,641 1,742

３．そ の 他 5,680 6,887

貸 倒 引 当 金 △ 16 17,958 10.1 △ 178 16,955 10.6

固 定 資 産 合 計 55,022 30.9 54,813 34.4

Ⅲ 為替換算調整勘定 − − 263 0.2

資 産 合 計 177,942 100.0 159,419 100.0
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間末

（平成12年９月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成12年３月31日現在）

期 別

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

１．支払手形及び買掛金 ※３ 21,085 14,493

２．短 期 借 入 金 ※２ 31,780 31,704

３．未 払 法 人 税 等 6,145 1,947

４．賞 与 引 当 金 3,482 3,092

５．そ の 他 8,585 8,157

流 動 負 債 合 計 71,078 40.0 59,395 37.2

Ⅱ 固 定 負 債

１．退 職 給 与 引 当 金 − 3,031

２．退 職 給 付 引 当 金 5,533 −

３．役 員 退 職 引 当 金 884 1,303

４．そ の 他 ※２ 395 542

固 定 負 債 合 計 6,813 3.8 4,877 3.1

負 債 合 計 77,892 43.8 64,272 40.3

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分 1,510 0.8 1,580 1.0

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 12,892 7.3 12,892 8.1

Ⅱ 資 本 準 備 金 19,119 10.7 19,119 12.0

Ⅲ 連 結 剰 余 金 65,976 37.1 61,555 38.6

Ⅳ 649 0.4 − −

Ⅴ 為替換 算調 整勘 定 △ 96 △ 0.1 − −

98,542 55.4 93,568 58.7

Ⅵ 自 己 株 式 △ 2 △ 0.0 △ 1 △ 0.0

資 本 合 計 98,539 55.4 93,566 58.7

177,942 100.0 159,419 100.0
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② 中間連結損益計算書 （単位：百万円）

当中間連結会計期間

自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％

Ⅰ 売 上 高 67,066 100.0 108,544 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 38,676 57.7 70,707 65.1

売 上 総 利 益 28,390 42.3 37,836 34.9

Ⅲ ※１ 15,784 23.5 29,060 26.8

営 業 利 益 12,605 18.8 8,776 8.1

Ⅳ 営 業 外 収 益

１．受 取 利 息 76 134

２．受 取 配 当 金 46 68

３．持分法による投資利益 24 −

４．賃 貸 収 入 47 91

５．そ の 他 144 338 0.5 372 666 0.6

Ⅴ 営 業 外 費 用

１．支 払 利 息 220 711

２．た な 卸 資 産 廃 却 損 132 680

３．持分法による投資損失 − 95

４．為 替 差 損 47 346

５．そ の 他 56 457 0.7 91 1,924 1.8

経 常 利 益 12,486 18.6 7,518 6.9

Ⅵ 特 別 利 益

１．固 定 資 産 売 却 益 19 34

２．そ の 他 11 30 0.1 4 38 0.0

Ⅶ 特 別 損 失

１．固 定 資 産 除 却 損 866 149

２． − 2,210

３． 2,165 −

４．会 員 権 評 価 損 603 −

５．そ の 他 189 3,825 5.7 853 3,212 2.9

8,691 13.0 4,344 4.0

6,094 3,165

法 人 税 等 調 整 額 △ 2,392 3,702 5.5 △ 875 2,290 2.1

少数株主利益（減算） 104 0.2 297 0.3

中間（当期）純利益 4,884 7.3 1,756 1.6
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③ 中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

期 別

科 目

当中間連結会計期間

自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

Ⅰ 連結剰余金期首残高

１．連結剰余金期首残高 61,555 57,347

２．過年度税効果調整額 − 61,555 1,878 59,226

Ⅱ 連結剰余金増加高

１． − 70

２． − − 1,186 1,256

Ⅲ 連結剰余金減少高

１．配 当 金 302 555

２．役 員 賞 与 160 462 128 683

Ⅳ 中間（当期）純利益 4,884 1,756

Ⅴ 65,976 61,555

（注）追加取得による剰余金増加高は､連結子会社の株式交換等による持分変動により生じたものであります。
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当中間連結会計期間

自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー計算書

自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

期 別

科 目 金 額 金 額

Ⅰ

8,691 4,344

減 価 償 却 費 2,320 5,031

持分法による投資損益 △ 24 95

− 2,043

2,502 −

△ 122 △ 203

支 払 利 息 220 711

固 定 資 産 除 却 損 866 149

会 員 権 評 価 損 603 −

売 上 債 権 の 増 加 額 △ 7,696 △ 2,605

たな卸資産の増減額 △ 7,564 933

仕 入 債 務 の 増 加 額 6,614 1,278

そ の 他 432 △ 128

小 計 6,844 11,650

利息及び配当金の受取額 122 206

利 息 の 支 払 額 △ 226 △ 716

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,896 △ 3,902

4,843 7,238

Ⅱ

△ 351 △ 590

531 277

△ 1,614 △ 3,371

41 208

△ 1,001 △ 836

△ 105 △ 672

− 341

− 376

そ の 他 25 22

△ 2,475 △ 4,245

Ⅲ

短期借入金の純増加額 69 440

社債の償還による支出 − △ 5,000

配 当 金 の 支 払 額 △ 302 △ 555

そ の 他 △ 160 △ 499

△ 393 △ 5,614

Ⅳ △ 4 △ 65

Ⅴ 1,969 △ 2,686

Ⅵ 52,581 55,267

Ⅶ 54,550 52,581
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

期 別

項 目

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 11社

主要な連結子会社名

グローリー商事株式会社

グローリー機器株式会社

北海道グローリー株式会社

グローリー・リンクス株式会社

GLORY(U.S.A.)INC.

(1) 連結子会社の数 11社

主要な連結子会社名

グローリー商事株式会社

グローリー機器株式会社

北海道グローリー株式会社

グローリー・リンクス株式会社

GLORY(U.S.A.)INC.

なお、当連結会計年度に新たに子会

社となりましたジー・エー・エム株式

会社は、当企業集団の財政状態及び経

営成績をより適正に表示するために、

当連結会計年度より連結の範囲に含め

ております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

システム・リサーチ製造株式会社

株式会社エー・ゼット

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社の総資産、売上高、中

間純損益持分見合い額及び剰余金持分

見合い額のそれぞれの合計が、いずれ

も少額であり、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

システム・リサーチ製造株式会社

株式会社エー・ゼット

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社の総資産、売上高、当

期純損益持分見合い額及び剰余金持分

見合い額のそれぞれの合計が、いずれ

も少額であり、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事

項

(1)

システム・リサーチ製造株式会社

株式会社エー・ゼット

(1)

システム・リサーチ製造株式会社

株式会社エー・ゼット

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社（グローリーエンジニアリング株

式会社、

他）の中間純損益持分見合

い額及び剰余金持分見合い額のそれ

ぞれの合計が、いずれも少額であ

り、中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適

用範囲から除いております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社（グローリーエンジニアリング株

式会社、

他）の当期純損益持分見合

い額及び剰余金持分見合い額のそれ

ぞれの合計が、いずれも少額であ

り、連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、持分法の適用範

囲から除いております。

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

連結子会社の中間決算日は、すべて中

間連結決算日と一致しております。

連結子会社の決算日は、すべて連結決

算日と一致しております。
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期 別

項 目

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

１）たな卸資産

  主として総平均法に基づく原価法を

採用しております。

  ただし、連結子会社の商品について

は、主として移動平均法に基づく原価

法を採用しております。

２）有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

１）たな卸資産

同 左

２）有価証券

  取引所の相場のある有価証券

    ……  移動平均法による低価法

          （洗替え方式）

  取引所の相場のない有価証券

    ……  移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

１）有形固定資産

  当社及び国内連結子会社は、法人税

法に規定する耐用年数及び残存価額に

基づく定率法（ただし、当社及び国内

連結子会社は、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を除く）

については、法人税法に規定する耐用

年数及び残存価額に基づく定額法）を

採用し、在外連結子会社は主として定

額法を採用しております。

１）有形固定資産

  当社及び国内連結子会社は、法人税

法に規定する定率法を採用し、在外連

結子会社は主として定額法を採用して

おります。

ただし、当社及び国内連結子会社

は、平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く。）について

は、法人税法に規定する定額法を採用

しております。

２）無形固定資産

当社及び国内連結子会社は、自社利

用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定

額法、市場販売目的のソフトウェアに

ついては販売見込数量に基づく償却額

と残存有効期間（３年以内）に基づく

均等配分額のいずれか大きい額を計上

する方法を採用しております。

なお、それ以外（在外連結子会社を

含む）の無形固定資産については定額

法を採用しております。

２）無形固定資産

当社及び国内連結子会社は、自社利

用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定

額法、市場販売目的のソフトウェアに

ついては販売見込数量に基づく償却額

と残存有効期間（３年以内）に基づく

均等配分額のいずれか大きい額を計上

する方法を採用しております。

なお、それ以外（在外連結子会社を

含む）の無形固定資産については定額

法を採用しております。
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期 別

項 目

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．会計処理基準に関する事

項

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

（追加情報）

前連結会計年度まで投資その他の

資産の「その他」に計上していたソ

フトウェアは、「研究開発費及びソ

フトウェアの会計処理に関する実務

指針」（日本公認会計士協会 会計

制度委員会報告第12号 平成11年３

月31日）により、当連結会計年度に

おいては、「ソフトウェア」として

表示しております。また、減価償却

の方法については、自社利用のソフ

トウェアは社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法、市場販

売目的のソフトウェアは販売見込数

量に基づく償却額と残存有効期間

（３年以内）に基づく均等配分額の

いずれか大きい額を計上する方法に

変更しております。

  この変更による損益に与える影響

は軽微であります。

(3) 重要な引当金の計上基

準

１）貸倒引当金

  当社及び国内連結子会社は、債権の

貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率（法人税法

の経過措置による法定繰入率が貸倒実

績率を超える場合には法定繰入率）に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しており、在外連

結子会社については、主として特定の

債権について、その回収可能性を検討

した所要見積額を計上しております。

  なお、前連結会計年度では、重要性

がないため、計上基準の記載は省略し

ております。

２）賞与引当金

  従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額基準により計上しておりま

す。

１）賞与引当金

同 左
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期 別

項 目

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．会計処理基準に関する事

項

(3) 重要な引当金の計上基

準

３）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異4,331百

万円については、一括費用処理するこ

ととし、当中間連結会計期間において

その２分の１相当額を過年度退職給付

引当金繰入額として特別損失に計上し

ております。

２）退職給与引当金

  従業員の退職により発生する退職費

用に充てるため、退職金規程に基づく

自己都合による期末要支給額（適格退

職年金制度により給付される部分を除

く。）の全額及び適格退職年金の期末

過去勤務費用見込額の合計額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

退職金費用に係る会計処理につい

ては、従来、退職金規程に基づく自

己都合による期末要支給額の40％相

当額を退職給与引当金として計上す

るとともに、適格退職年金制度にお

ける拠出額を支払時に費用計上する

方法によっておりましたが、当連結

会計年度より、退職金規程に基づく

自己都合による期末要支給額（適格

退職年金制度により給付される部分

を除く。）の全額及び適格退職年金

の期末過去勤務費用見込額の合計額

を退職給与引当金として計上する方

法に変更しております。

この変更は、退職給付会計の導入

に備え、退職給付債務の見直しを

行ったところ、退職給付債務に係る

積立不足額が相当額に達することが

明らかになりましたので、退職金費

用の負担を適正化するとともに財務

内容の一層の健全化を図るために

行ったものであります。

この変更に伴い、従来と同一の基

準によった場合に比べ、売上原価は

18百万円、販売費及び一般管理費は

21百万円それぞれ少なく、特別損失

は2,210百万円多く計上され、営業

利益及び経常利益は40百万円増加

し、税金等調整前当期純利益は

2,169百万円減少しております。

４）役員退職引当金

  役員の退職金の支給に充てるため、

内規に基づく中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。

３）役員退職引当金

  内規に基づく役員退職慰労金の期末

要支給額を引当てております。
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期 別

項 目

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．会計処理基準に関する事

項

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への換

算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債、収益及

び費用は、中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定並びに少数株

主持分に含めております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同 左

(6) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

同 左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。
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追加情報

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から

税効果会計を適用しております。これに伴い、税効果会

計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産3,167百万

円（流動資産1,425百万円、投資その他の資産1,742百万

円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は、875

百万円、連結剰余金期末残高は2,754百万円それぞれ増

加しております。

試作に係る研究開発費については、「研究開発費及び

ソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認

会計士協会 会計制度委員会報告第12号 平成11年3月

31日）を適用し、発生時に費用処理しております。ただ

し、前連結会計年度末に棚卸資産に計上していた試作に

係る研究開発費は、同実務指針の経過措置を適用して、

従来の会計処理を採用し、その費用化した試作に係る研

究開発費は、特別損失として計上しております。

これに伴い、従来と同一の基準によった場合に比べ、

営業利益及び経常利益が60百万円増加し、税金等調整前

当期純利益が526百万円減少しております。

（退職給付会計）

当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成10年６月16日））を適用してお

ります。

これに伴い、従来と同一の基準によった場合に比べ、

退職給付費用が2,800百万円増加し、営業利益及び経常

利益は615百万円、税金等調整前中間純利益は2,780百万

円それぞれ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響額については、当

該箇所に記載しております。

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表

示しております。
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当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

（金融商品会計）

当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成11年１月22日））を適用し、有

価証券の評価の方法等について変更しております。

これに伴い、従来と同一の基準によった場合に比べ、

経常利益は128百万円増加し、税金等調整前中間純利益

は519百万円減少しております。

なお、その他有価証券の評価差額1,118百万円に係る

税効果相当額469百万円は繰延税金資産（固定資産）と

相殺し、これを控除した金額649百万円はその他有価証

券評価差額金（資本の部）として計上しております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討

した結果、区分を変更した有価証券はありません。

（外貨建取引等会計基準）

当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処

理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））を適用

しております。

これに伴い、従来と同一の基準によった場合に比べ、

経常利益及び税金等調整前中間純利益は14百万円それぞ

れ減少しております。

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上し

ておりました為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規

則の改正により、「資本の部」に△96百万円並びに「少

数株主持分」に△58百万円含めて計上しております。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

当中間連結会計期間末
（平成12年９月30日現在）

前連結会計年度
（平成12年３月31日現在）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、43,960百万円

であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、43,016百万円

であります。

※２ 担保に供している資産及び担保付債務は、次のと

おりであります。

担保に供している資産

百万円

建物及び構築物 127

土 地 400

計 527

担保付債務

百万円

短 期 借 入 金 42

固定負債「その他」 160

計 203

※２ 担保に供している資産及び担保付債務は、次のと

おりであります。

担保に供している資産

百万円

建物及び構築物 237

土 地 474

計 712

担保付債務

百万円

短 期 借 入 金 192

固定負債「その他」 182

計 375

※３ 中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間

連結会計期間末残高に含まれております。

受 取 手 形 594百万円

支 払 手 形 1,413百万円

※ 偶発債務について

連結財務諸表提出会社

従業員（住宅資金）の銀行からの借入金に対し

保証を行っております。

143百万円

※ 偶発債務について

連結財務諸表提出会社

従業員（住宅資金）の銀行からの借入金に対し

保証を行っております。

147百万円
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（中間連結損益計算書関係）

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のと

おりであります。

百万円

販 売 手 数 料 1,062

給 料 手 当 4,261

賞与引当金繰入額 1,366

福 利 厚 生 費 1,094

退職給付引当金繰入額 474

賃 借 料 1,828

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のと

おりであります。

百万円

販 売 手 数 料 2,179

給 料 手 当 7,682

賞 与 1,303

賞与引当金繰入額 1,139

福 利 厚 生 費 2,301

減 価 償 却 費 1,232

賃 借 料 3,557

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成12年９月30日現在）

百万円

現 金 及 び 預 金 勘 定 53,441

△ 530

1,479

中 期 国 債 フ ァ ン ド 160

現 金 及 び 現 金 同 等 物 54,550

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成12年３月31日現在）

百万円

現 金 及 び 預 金 勘 定 52,323

△ 711

968

現 金 及 び 現 金 同 等 物 52,581
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（リース取引関係）

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

（注）取得価額相当額の算定は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」によって

おります。

（注）取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」によっておりま

す。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 658百万円 １年内 743百万円

１年超 1,291百万円 １年超 1,302百万円

合計 1,949百万円 合計 2,046百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額の算定

は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」によっております。

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」によっております。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 449百万円 支払リース料 969百万円

減価償却費相当額 449百万円 減価償却費相当額 969百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同 左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 51百万円 １年内 58百万円

１年超 147百万円 １年超 162百万円

合計 199百万円 合計 220百万円

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

百万円 百万円 百万円

有形固定資産
の「その他」 4,381 2,336 2,044

無形固定資産 8 6 1

合計 4,389 2,343 2,046

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

百万円 百万円 百万円

有形固定資産
の「その他」 3,889 1,940 1,949

無形固定資産 8 7 0

合計 3,897 1,947 1,949
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（有価証券関係）

前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間財務諸表における注記事項として記載しており

ます。

当中間連結会計期間

有 価 証 券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

当中間連結会計期間末（平成12年９月30日現在）

取 得 原 価 中間連結貸借対照表
計 上 額

差 額

(1）株式 * 6,330 7,446 1,115

(2）債券

国債・地方債等 − − −

社債 200 202 2

その他 − − −

(3）その他 − − −

合計 6,530 7,648 1,118

* 金融商品に係る会計基準の適用により、減損処理した額44百万円を控除しております。

２．時価のない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）

当中間連結会計期間末（平成12年９月30日現在）

(1）子会社株式及び関連会社株式

非上場株式（店頭売買株式除く） 1,096

(2）その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式除く） 908

マネー・マネージメント・ファンド 1,479

中 期 国 債 フ ァ ン ド 160
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前連結会計年度

有 価 証 券 の 時 価 等 （単位：百万円）

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）
種 類

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

１．流動資産に属するもの

株 式 − − −

債 券 − − −

そ の 他 − − −

小 計 − − −

２．固定資産に属するもの

株 式 6,205 7,483 1,277

債 券 200 203 3

そ の 他 − − −

小 計 6,405 7,686 1,280

合 計 6,405 7,686 1,280

（注）１．時価の算定方法は次のとおりであります。

(1）上 場 有 価 証 券 ：主に東京証券取引所の最終価格

(2）非 上 場 の 債 券

( )

：日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残

存償還期間等を勘案して算定した価格等によっております。

なお、残存償還期間の算定にあたっては、償還の日について

は、債券の種類等の別にそれぞれ償還の日として最も多く用いら

れている日とし、社債券の償還の月については、６月又は12月を

償還の月とみなしております。

２．時価情報の対象から除いたものは次のとおりであります。

(1）流動資産に属するもの

マネー・マネージメント・ファンド 968百万円

(2）固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,098百万円
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間に係る「デリバティブ取引」については、中間財務諸表における注記事項として記載しており

ます。

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日 至平成12年９月30日）

該当事項はありません。

なお、当社グループは為替予約取引を行っておりますが、「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建

金銭債権に振り当てた為替予約取引については開示の対象から除いております。

前連結会計年度（自平成11年４月１日 至平成12年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

（1）取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、為替先物予約取引であります。

（2）取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

（3）取引の利用目的

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目

的で利用しております。

（4）取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクがないと認識しております。

（5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引執行・管理については、取引権限を定めた社内ルールに従い、外貨取引担当部門が

決裁者の承認を得て行っております。

２．取引の時価等に関する事項

（1）通 貨 関 連

該当事項はありません。

なお、為替予約取引はすべて「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権に為替予約が付

され、決済時における円貨額が確定しておりますので、開示の対象から除いております。

（2）金 利 関 連

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日 至平成12年９月30日）

前連結会計年度（自平成11年４月１日 至平成12年３月31日）

（注）１．事業区分は、商品及び製品の機能別種類により区分しております。

２．各事業区分の主要な商品及び製品は、次のとおりであります。

貨幣処理機及び貨幣端末機……… 硬貨計算機、硬貨包装機、紙幣計算機、紙幣整理機、

貨幣精算装置、硬貨入出金装置、紙幣入出金装置、

及び同製品の保守サービス

自動販売機及び自動サービス機器……… 煙草販売機、券売機、カード販売機、硬貨両替機、

紙幣両替機、コインロッカー、及び同製品の保守サービス

そ の 他 の 商 品 及 び 製 品……… 部分品、取付具、附属品、その他商品

３．営業費用につきましては、全てセグメントに直課または配賦しております。

４．会計処理基準等の変更

（当中間連結会計期間）

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び「追加情報」に記載のとおり、当中間

連結会計期間から退職給付に係る会計基準を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「貨幣処理機及

び貨幣端末機」が329百万円、「自動販売機及び自動サービス機器」が216百万円、「その他の商品及び

製品」が69百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

（単位：百万円）

セグメント別

科目

貨幣処理機及び

貨幣端末機

自動販売機及び

自動ｻｰﾋﾞｽ機器

その他の商品

及び製品
計

消去又は

全社
連結

売上高

(1)
外部顧客に
対する売上高

38,392 20,242 8,431 67,066 − 67,066

(2)
セグメント間の内部

売上高又は振替高
− − 1,675 1,675 △&&1,675 −

計 38,392 20,242 10,107 68,742 △&&1,675 67,066

営業費用 30,325 17,336 8,447 56,109 △&&1,648 54,460

営業利益 8,067 2,906 1,659 12,633 △&&&&&27 12,605

（単位：百万円）

セグメント別

科目

貨幣処理機及び

貨幣端末機

自動販売機及び

自動ｻｰﾋﾞｽ機器

その他の商品

及び製品
計

消去又は

全社
連結

売上高

(1)
外部顧客に
対する売上高

59,354 31,367 17,822 108,544 − 108,544

(2)
セグメント間の内部

売上高又は振替高
− − 4,121 4,121 △&&4,121 −

計 59,354 31,367 21,943 112,665 △&&4,121 108,544

営業費用 53,232 30,675 20,007 103,916 △&&4,148 99,767

営業利益 6,121 692 1,936 8,749 27 8,776
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（前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４．会計処理基準に関する事項」に記載の

とおり退職給与引当金の計上基準の変更と研究開発費の処理方法の変更を行っております。

これらの変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「貨幣処理機及び貨幣端末機」について営業

利益は74百万円多く、「自動販売機及び自動サービス機器」について営業利益は21百万円多く、「その

他の商品及び製品」について営業利益は５百万円多く計上されております。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日 至平成12年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、その記載を省略しており

ます。

前連結会計年度（自平成11年４月１日 至平成12年３月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、その記載を省略しており

ます。

３．海 外 売 上 高

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日 至平成12年９月30日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成11年４月１日 至平成12年３月31日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。

（１株当たり情報）

当中間連結会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前連結会計年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

１株当たり純資産額 2,605.58円 １株当たり純資産額 2,474.04円

１株当たり中間純利益 129.14円 １株当たり当期純利益 50.19円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい

ては、転換社債等の潜在株式がないため記載しており

ません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、転換社債等の潜在株式がないため記載しており

ません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

(2）その他

該当事項はありません。
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［前中間会計期間の監査報告書］



− −36

［両面印刷の為、白頁が入ります］
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［当中間会計期間の監査報告書］
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［両面印刷の為、白頁が入ります］
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２．中間財務諸表等

(1）中間財務諸表

① 中間貸借対照表 （単位：百万円）

前中間会計期間末

(平成11年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成12年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成12年３月31日現在)

期 別

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

１．現 金 及 び 預 金 ※２ 26,024 22,895 21,705

２．受 取 手 形 ※３ 66 48 72

３．売 掛 金 ※２ 18,894 30,209 21,927

４．有 価 証 券 657 979 958

５．た な 卸 資 産 14,272 17,678 13,703

６．短 期 貸 付 金 ※２ 41 41 41

７．繰 延 税 金 資 産 − 922 412

８．そ の 他 ※２ 1,215 802 557

貸 倒 引 当 金 △ 95 △ 118 △ 105

流 動 資 産 合 計 61,077 65.1 73,458 64.7 59,273 59.5

Ⅱ 固 定 資 産

(1）有 形 固 定 資 産 ※１

１．建 物 8,425 7,887 8,143

２．土 地 8,186 8,177 8,177

３．建 設 仮 勘 定 17 23 37

４．そ の 他 5,082 4,916 5,089

有形固定資産合計 21,711 21,005 21,448

(2）無 形 固 定 資 産 1,589 1,512 1,814

(3）投資その他の資産

１．投 資 有 価 証 券 ※２ 7,306 14,968 14,167

２．長 期 貸 付 金 ※２ 147 99 124

３．繰 延 税 金 資 産 − 1,215 1,054

４．そ の 他 ※２ 2,000 1,333 1,713

貸 倒 引 当 金 △ 0 △ 0 △ 0

投資その他の資産合計 9,454 17,616 17,059

固 定 資 産 合 計 32,755 34.9 40,133 35.3 40,321 40.5

資 産 合 計 93,822 100.0 113,592 100.0 99,595 100.0
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（単位：百万円）

前中間会計期間末

(平成11年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成12年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成12年３月31日現在)

期 別

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

１．支 払 手 形 ※３ 3,414 6,455 3,586

２．買 掛 金 ※２ 4,819 9,256 5,679

３．短 期 借 入 金 6,240 5,925 6,240

４． 5,000 − −

５．未 払 法 人 税 等 558 3,573 1,196

６．賞 与 引 当 金 1,372 1,683 1,355

７．そ の 他 ※４ 2,017 3,109 2,668

流 動 負 債 合 計 23,423 25.0 30,003 26.4 20,726 20.8

Ⅱ 固 定 負 債

１．長 期 借 入 金 115 − −

２．退 職 給 与 引 当 金 595 − 2,078

３．退 職 給 付 引 当 金 − 3,396 −

４．役 員 退 職 引 当 金 727 368 740

５．そ の 他 − 0 −

固 定 負 債 合 計 1,438 1.5 3,765 3.3 2,818 2.8

負 債 合 計 24,861 26.5 33,768 29.7 23,544 23.6

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 12,738 13.6 12,892 11.4 12,892 13.0

Ⅱ 資 本 準 備 金 12,207 13.0 19,119 16.8 19,119 19.2

Ⅲ 利 益 準 備 金 3,184 3.4 3,223 2.9 3,184 3.2

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

１．任 意 積 立 金 37,800 38,432 37,800

２．中間(当期)未処分利益 3,041 5,665 3,053

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 40,841 43.5 44,098 38.8 40,853 41.0

Ⅴ − − 489 0.4 − −

資 本 合 計 68,971 73.5 79,823 70.3 76,050 76.4

負 債 及 び 資 本 合 計 93,832 100.0 113,592 100.0 99,595 100.0
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② 中間損益計算書 （単位：百万円）

前中間会計期間

自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間

自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度の
要約損益計算書

自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 29,867 100.0 46,068 100.0 65,545 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 ※４ 25,204 84.4 34,168 74.2 54,650 83.4

売 上 総 利 益 4,662 15.6 11,899 25.8 10,895 16.6

Ⅲ ※４ 3,400 11.4 3,705 8.0 6,724 10.2

営 業 利 益 1,262 4.2 8,194 17.8 4,170 6.4

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 804 2.7 499 1.1 951 1.4

Ⅴ 営 業 外 費 用
※２
※４ 507 1.7 276 0.6 1,241 1.9

経 常 利 益 1,559 5.2 8,417 18.3 3,880 5.9

Ⅵ 特 別 利 益 37 0.1 − − 60 0.1

Ⅶ 特 別 損 失 ※３ 469 1.5 2,186 4.8 2,185 3.3

1,127 3.8 6,231 13.5 1,756 2.7

※５ 580 3,600 1,600

法 人 税 等 調 整 額 △ 124 455 1.5 2,575 5.6 △ 806 793 1.2

中間（当期）純利益 672 2.3 3,655 7.9 962 1.5

前 期 繰 越 利 益 1,708 2,010 1,708

過年度税効果調整額 661 − 661

中 間 配 当 額 − − 277

中間(当期)未処分利益 3,401 5,665 3,053
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

１．事業年度の財務諸

表作成のために採

用している会計処

理の原則及び手続

と異なる会計処理

の基準

(1）減価償却費

減価償却費について

は、中間会計期間に帰属

する額を把握するため、

中間会計期間末の固定資

産に対する年間減価償却

費見積額を期間により按

分計上しております。

(2）退職給与引当金繰入額

退職給与引当金繰入額

については、中間会計期

間に帰属する額を把握す

るため、年間繰入見積額

の２分の１相当額を計上

しております。

なお、平成11年10月１

日より適格退職年金制度

への移行割合を50％相当

から70%相当に変更いた

しました。

この変更によって生じ

る退職給与引当金の引当

超過額は、来年度から導

入予定の「退職給付に係

る会計基準」を勘案し、

取崩さないこととしてお

ります。

(3）役員退職引当金繰入額

役員退職引当金繰入額

については、中間会計期

間に帰属する額を把握す

るため、年間繰入見積額

の２分の１相当額を計上

しております。
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期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

(4）法人税、住民税及び事

業税

法人税、住民税及び事

業税については、中間会

計期間を一事業年度とみ

なした場合の課税所得金

額に現行税率を乗じて計

算した額を計上する方法

を採用しております。

なお、中間財務諸表等

規則の改正により、当中

間期から税効果会計を採

用しております。

これに伴い、法人税、

住民税及び事業税につい

ては、税引前中間純利益

に過年度実績負担率（過

年度の税引前利益に対す

る実際納付税額の割合）

を乗じた額を計上する方

法から、中間会計期間を

一事業年度とみなした場

合の課税所得金額に現行

税率を乗じて計算した額

を計上する方法に変更し

ております。

税効果会計の適用及び

法人税、住民税及び事業

税の計上方法の変更に伴

い、前中間期と同一の基

準によった場合に比べ、

中間純利益が 126百万

円、中間未処分利益が

788百万円それぞれ増加

しております。
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期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

２．資産の評価基準及

び評価方法

(1）たな卸資産

製品、仕掛品

……総平均法による

原価法

材料、部品、貯蔵品

……移動平均法によ

る原価法

(1）たな卸資産

製品、仕掛品

……同 左

材料、部品、貯蔵品

……同 左

(1）たな卸資産

製品、仕掛品

……同 左

材料、部品、貯蔵品

……同 左

(2）有価証券

取引所の相場のある有

価証券

……移動平均法によ

る低価法（洗替

え方式）

(2）有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原

価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法（評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

(2）有価証券

取引所の相場のある有

価証券

……移動平均法によ

る低価法（洗替

え方式）

取引所の相場のない有

価証券

……移動平均法によ

る原価法

３．固定資産の減価償

却の方法

(1）有形固定資産

法人税法に規定する方

法と同一の基準による定

率法によっております。

ただし、平成10年度の

法人税法の改正に伴い、

平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属

設備を除く）について

は、定額法を採用してお

ります。

(1）有形固定資産

法人税法に規定する耐

用年数及び残存価額に基

づく定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設

備を除く）については、

法人税法に規定する耐用

年数及び残存価額に基づ

く定額法）を採用してお

ります。

(1）有形固定資産

法人税法に規定する方

法と同一の基準による定

率法によっております。

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

については、定額法を採

用しております。
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期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

３．固定資産の減価償

却の方法

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェ

アは社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法、市場販売目的の

ソフトウェアは販売見込

数量に基づく償却額と残

存有効期間（３年以内）

に基づく均等配分額のい

ずれか大きい額を計上す

る方法を採用しておりま

す。

なお、それ以外につい

ては定額法を採用してお

ります。

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェ

アは社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法、市場販売目的の

ソフトウェアは販売見込

数量に基づく償却額と残

存有効期間（３年以内）

に基づく均等配分額のい

ずれか大きい額を計上す

る方法を採用しておりま

す。

なお、それ以外につい

ては法人税法に規定する

償却方法と同一の基準に

よる定額法を採用してお

ります。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

（法人税法の経過措置に

よる法定繰入率が貸倒実

績率を超える場合には法

定繰入率）により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

期末現在に有する債権

の貸倒れによる損失に備

えるため、法人税法の規

定に基づき法定繰入率に

よる同法限度相当額のほ

か、個別の債権について

回収不能見込額を計上し

ております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

基準により計上しており

ます。

(2）賞与引当金

同 左
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期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．引当金の計上基準 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

なお、会計基準変更時

差異 2,405百万円につい

ては、一括費用処理する

こととし、当中間期にお

いてその２分の１相当額

を特別損失に計上してお

ります。

(3）退職給与引当金

従業員の退職により発

生する退職金費用に充て

るため、退職金規程に基

づく自己都合による期末

要支給額（適格退職年金

制度により給付される部

分を除く。）の全額及び

適格退職年金の期末過去

勤務費用見込額の合計額

を計上しております。

（会計方針の変更）

退職金費用に係る会

計処理については、従

来、退職金規程に基づ

く自己都合による期末

要支給額の40％相当額

を退職給与引当金とし

て計上するとともに、

適格退職年金制度にお

ける拠出額を支払時に

費用計上する方法に

よっておりましたが、

当期より、退職金規程

に基づく自己都合によ

る期末要支給額（適格

退職年金制度により給

付 さ れ る 部 分 を 除

く。）の全額及び適格

退職年金の期末過去勤

務費用見込額の合計額

を退職給与引当金とし

て計上する方法に変更

しております。
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期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．引当金の計上基準 この変更は、退職給付

会計の導入に備え、退

職給付債務の見直しを

行ったところ、退職給

付債務に係る積立不足

額が相当額に達するこ

とが明らかになりまし

たので、退職金費用の

負担を適正化するとと

もに財務内容の一層の

健全化を図るために

行ったものでありま

す。

この変更に伴い、従

来と同一の基準によっ

た場合に比べ、売上原

価は4百万円、販売費及

び一般管理費は33百万

円、特別損失は1,487百

万円それぞれ多く計上

され、営業利益及び経

常利益は38百万円、税

引前当期純利益は1,526

百万円それぞれ減少し

ております。

なお、この変更は、

当下期に直近の適格退

職年金に関する財政決

算書を入手し、退職給

付債務の見直しを行っ

たことに伴い実施した

ものであり、当中間期

は従来の方法によって

おります。従って、当

中間期において当期末

と同一の基準によった

場合に比べ、売上原価

は２百万円、販売費及

び一般管理費は16百万

円、特別損失は1,487百

万円それぞれ少なく計

上され、営業利益及び

経常利益は19百万円、

税引前中間純利益は

1,507百万円それぞれ増

加しております。
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期 別

項 目

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

４．引当金の計上基準 (4）役員退職引当金

役員の退職金の支給に

充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。

(4）役員退職引当金

役員の退職金の支給に

充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。

５．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

６．リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同 左 同 左

７．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理方法

について

消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜

方式を採用しておりま

す。

消費税等の会計処理方法

について

同 左

消費税等の会計処理方法

について

同 左
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表示方法の変更

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前中間期まで「未払事業税等」として表示していた未

払事業税及び未払事業所税については、当中間期におい

て未払事業税（ 122百万円）については「未払法人税

等」に含め、未払事業所税（30百万円）については流動

負債「その他」に含めて表示することに変更しておりま

す。

前中間期まで流動資産「その他」に含めて表示してい

た繰延税金資産（前中間会計期間422百万円）は、当中

間期において、中間連結財務諸表との科目の整合性を図

るため、流動資産「繰延税金資産」として表示すること

に変更しております。

前中間期まで固定資産「その他」に含めて表示してい

た繰延税金資産（前中間会計期間363百万円）は、当中

間期において、中間連結財務諸表との科目の整合性を図

るため、固定資産「繰延税金資産」として表示すること

に変更しております。

追加情報

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

財務諸表等規則の改正により、当

期から税効果会計を適用しておりま

す。これに伴い、税効果会計を適用

しない場合と比較し、繰延税金資産

1,467百万円（流動資産412百万円、

投資その他の資産1,054百万円）が

新たに計上されるとともに、当期純

利益は806百万円、当期未処分利益

は1,467百万円それぞれ多く計上さ

れております。
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前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

前期末において、たな卸資産に計

上していた試作に係る研究開発費に

ついては、「研究開発費及びソフト

ウェアの会計処理に関する実務指

針」（日本公認会計士協会 会計制

度委員会報告第12号 平成11年３月

31日）の経過措置の適用により、従

来の会計処理を継続して採用してお

ります。

なお、前期末にたな卸資産に計上

していた試作に係る研究開発費は、

経過措置の適用を受け当中間期末に

おいてもたな卸資産として計上して

いるものを除き、全額特別損失とし

て計上しております。また、当中間

期に発生した試作に係る研究開発費

は、全額製造費用として処理してお

ります。

これに伴い、前中間期と同一の基

準によった場合に比べ、営業利益及

び経常利益が18百万円、税引前中間

純利益が439百万円それぞれ減少し

ております。

試作に係る研究開発費について

は、「研究開発費及びソフトウェア

の会計処理に関する実務指針」（日

本公認会計士協会 会計制度委員会

報告第12号 平成11年３月31日）を

適用し、発生時に費用処理しており

ます。ただし、前期末にたな卸資産

に計上していた試作に係る研究開発

費は、同実務指針の経過措置を適用

して、従来の会計処理を採用し、そ

の費用化した試作に係る研究開発費

は、特別損失として計上しておりま

す。

これに伴い、従来と同一の基準に

よった場合に比べ、営業利益及び経

常利益が60百万円増加し、税引前当

期純利益が526百万円減少しており

ます。

前中間期まで投資その他の資産の

「その他」に計上していたソフト

ウェア（当中間期末1,561百万円）

ついては、「研究開発費及びソフト

ウェアの会計処理に関する実務指

針」（日本公認会計士協会 会計制

度委員会報告第12号 平成11年３月

31日）により、無形固定資産に含め

て表示することにしております。ま

た、減価償却の方法については、従

来、法人税法に規定する償却方法と

同一の基準による定額法を採用して

おりましたが、自社利用のソフト

ウェアは社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法、市場販売

目的のソフトウェアは販売見込数量

に基づく償却額と残存有効期間（３

年以内）に基づく均等配分額のいず

れか大きい額を計上する方法に変更

しております。

この変更による損益に与える影響

は軽微であります。

前期まで「長期前払費用」に計上

していたソフトウェアは、「研究開

発費及びソフトウェアの会計処理に

関する実務指針」（日本公認会計士

協会 会計制度委員会報告第12号

平成11年３月31日）により、当期に

おいては、「ソフトウェア」として

表示しております。また、減価償却

の方法については、自社利用のソフ

トウェアは社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法、市場販

売目的のソフトウェアは販売見込数

量に基づく償却額と残存有効期間

（３年以内）に基づく均等配分額の

いずれか大きい額を計上する方法に

変更しております。

この変更による損益に与える影響

は軽微であります。
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前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

（退職給付会計）

当中間会計期間から退職給付に係

る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成10年６月16日））

を適用しております。

これに伴い、従来と同一の基準に

よった場合に比べ、退職給付費用が

1,293百万円増加し、営業利益及び

経常利益は70百万円、税引前中間純

利益は1,273百万円それぞれ減少し

ております。

また、退職給与引当金は、退職給

付引当金に含めて表示しておりま

す。

（金融商品会計）

当中間会計期間から金融商品に係

る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年１月22日））

を適用し、有価証券の評価の方法等

について変更しております。

これに伴い、従来と同一の基準に

よった場合に比べ、経常利益は115

百万円増加し、税引前中間純利益は

31百万円減少しております。

なお、その他有価証券の評価差額

844百万円に係る税効果相当額354百

万円は繰延税金資産（固定資産）と

相殺し、これを控除した金額489百

万円はその他有価証券評価差額金

（資本の部）として計上しておりま

す。

また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討した結果、区分

を変更した有価証券はありません。

（外貨建取引等会計基準）

当中間会計期間から改訂後の外貨

建取引等会計処理基準（「外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年

10月22日））を適用しております。

これに伴い、従来と同一の基準に

よった場合に比べ、経常利益及び税

引前中間純利益は14百万円それぞれ

減少しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成12年９月30日現在）

前事業年度
（平成12年３月31日現在）

※１

29,830百万円

※１

31,102百万円

※１

30,587百万円

※２ 主な外貨建資産・負債

(注)１．流動資産の「その

他」のうち、358百

万 円 (U.S.$.610 千

他51か国)は、貨幣

処理機試験用として

使用しております。

この円換算は取得時

の為替相場によって

おります。

２．外貨建長期金銭債

権の中間期末残高と

中間決算日の為替相

場による円換算額と

の差額は次のとおり

であります。

※２ 主な外貨建資産・負債

(注)１．流動資産の「その

他」のうち、368百

万 円 (U.S.$.625 千

他51か国)は、貨幣

処理機試験用として

使用しております。

この円換算は取得時

の為替相場によって

おります。

２．外貨建長期金銭債

権の期末残高と決算

日の為替相場による

円換算額との差額は

次のとおりでありま

す。

科 目 外 貨 額
貸借対照表

計 上 額

現 金

及び預金
U.S.$.&2,91千 309百万円

売掛金 U.S.$.&2,13千 226百万円

短期貸付金U.S.$.&&&16千 17百万円

流動資産の

「その他」

U.S.$.&1,59千

他&&51か国
473百万円

投 資

有価証券

U.S.$.&1,34千

P.ﾍﾟｿ&40,000千

S.$&&&&&&45千

205百万円

158百万円

34百万円

長期貸付金U.S.$.&&&81千 86百万円

投資その他
の 資 産
「その他」

D.M.&&&&&80千 &63百万円

買 掛 金 U.S.$.&&&22千 &24百万円

科 目 外 貨 額
中間貸借対照

計 上 額

現 金

及び預金
U.S.$.&1,21千 129百万円

売掛金 U.S.$.&2,26千 242百万円

短期貸付金U.S.$.&&&16千 17百万円

流動資産の

「その他」

U.S.$.&2,33千

他&&51か国
549百万円

投 資

有価証券

U.S.$.&1,10千

P.ﾍﾟｿ&40,000千

S.$&&&&&&45千

185百万円

158百万円

34百万円

長期貸付金U.S.$.&&&90千 96百万円

投資その他
の 資 産
「その他」

D.M.&&&&&80千

他１か国
&64百万円

買 掛 金
U.S.$.&&&63千

他１か国
&68百万円

外貨額

前事業

の要約

貸借対

計上額

決算日

為替相

による

円換算

差 額

債権
千U.S.$.

812

百万円

86

百万円

86

百万円

損&&&&0

外貨額

中間貸

対照表

計上額

中間決

の為替

による

円換算

差 額

債権
千U.S.$.

903

百万円

96

百万円

96

百万円

益&&&&0
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前中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成12年９月30日現在）

前事業年度
（平成12年３月31日現在）

※３ 中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当

中間会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高

に含まれております。

受取手形 0百万円

支払手形 1,347百万円

※４ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

同 左

５ 偶発債務

(1) 従業員（住宅資金）の銀行

からの借入金に対し保証を

行っております。

161百万円

５ 偶発債務

従業員（住宅資金）の銀行か

らの借入金に対し保証を行って

おります。

143百万円

５ 偶発債務

従業員（住宅資金）の銀行か

らの借入金に対し保証を行って

おります。

147百万円

(2) 社債の債務履行引受契約に

係る偶発債務

2000年満期ユーロ円建普

通社債100億円のうち50億

円については、平成７年９

月29日に㈱さくら銀行ロン

ドン支店との間に締結した

（債務履

行引受契約）に基づき、社

債の償還に必要な金額を同

行に支払い、履行すべき債

務を譲渡しましたので、当

該社債金額を償還として処

理しておりますが、社債権

者に対する当社の履行義務

は同行が社債を償還し終わ

るまで存続します。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 28百万円

有価証券評価益 370百万円

賃貸収入 232百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 23百万円

賃貸収入 222百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 61百万円

有価証券評価益 144百万円

賃貸収入 458百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 37百万円

社債利息 136百万円

賃貸原価 139百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 33百万円

賃貸原価 126百万円

部品廃却損 62百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 73百万円

社債利息 266百万円

賃貸原価 269百万円

部品廃却損 384百万円

為替差損 159百万円

※３ 特別損失のうち主要なもの

421百万円

これは、前期末にたな卸資

産に計上していた試作に係る

研究開発費を損失処理したも

のであります。

※３ 特別損失のうち主要なもの

1,202百万円

ソフトウェア除却損

780百万円

※３ 特別損失のうち主要なもの

586百万円

これは、前期末にたな卸資

産に計上していた試作に係る

研究開発費を損失処理したも

のであります。

1,487百万円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,144百万円

無形固定資産 224百万円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,122百万円

無形固定資産 211百万円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 2,533百万円

無形固定資産 449百万円

※５ 事業税

（追加情報）

前中間期まで「販売費及び一

般管理費」に含めておりました

事業税（当中間期 122百万円）

は、中間財務諸表等規則の改正

により「法人税及び住民税」

（当中間期 457百万円）に含

め、当中間期においては「法人

税、住民税及び事業税」として

表示しております。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日

当中間会計期間
自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前事業年度
自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

（注）取得価額相当額の算定は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

よっております。

（注） 同 左 （注）取得価額相当額の算定は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払

利子込み法」によっておりま

す。

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料期末残高相当

額

百万円 百万円 百万円

１年内 283 １年内 243 １年内 257

１年超 288 １年超 359 １年超 338

合計 572 合計 602 合計 595

（注）未経過リース料中間期末

残高相当額の算定は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

よっております。

（注） 同 左 （注）未経過リース料期末残高

相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」によっており

ます。

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額

百万円 百万円 百万円

支払リース料 173 支払リース料 165 支払リース料 343

173 165 343

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同 左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同 左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

百万円 百万円

１年内 20 １年内 6

１年超 − １年超 −

合計 20 合計 6

取得
価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

百万円 百万円 百万円

有 形
固定資産
｢その他｣

1,170 567 602

取得
価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

百万円 百万円 百万円

有 形
固定資産
｢その他｣

1,449 876 572

取得
価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末
残高
相当額

百万円 百万円 百万円

有 形
固定資産
｢その他｣

1,286 690 595
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（有価証券関係）

当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連

結財務諸表における注記事項として記載しております。

前中間会計期間

有 価 証 券 の 時 価 等
（単位：百万円）

前中間会計期間末（平成11年９月30日現在）
種 類

中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

株式 0 0 △ 0

債券 − − −

その他 − − −

小計 0 0 △ 0

固定資産に属するもの

株式 5,122 6,913 1,791

債券 200 203 3

その他 − − −

小計 5,322 7,117 1,794

合計 5,322 7,117 1,794

（注）１．時価の算定方法

(1）上場有価証券

主として東京証券取引所の最終価格

(2）非上場の債券（時価の算定が困難なものを除く）

日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等を勘案して算定した価

格等によっております。

なお、残存償還期間の算定にあたっては、償還の日については、債券の種類等の別にそれぞれ償還

日として最も多く用いられる日とし、社債券の償還の月については、６月または12月を償還の月とみ

なしております。

２．株式には、自己株式を含んでおります。

なお、評価損益は、次のとおりであります。

流動資産に属するもの △ 0百万円

固定資産に属するもの −百万円

３．時価情報の対象から除いたものは次のとおりであります。

(1) 流動資産に属するもの

マネー・マネージメント・ファンド 657百万円

(2) 固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,983百万円

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における注

記事項として記載しております。

前中間会計期間（自平成11年４月１日 至平成11年９月30日）

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間（自平成11年４月１日 至平成11年９月30日）

グローリー商事株式会社との株式交換契約について

当社は、グループ経営力ならびに事業競争力の強化を図り、更なる成長を目指すため、当社の子会社であ

るグローリー商事株式会社を平成12年３月１日付にて 100％子会社化することとし、平成11年11月１日株式

交換契約を締結いたしました。

株式交換契約の概要は、以下のとおりであります。

１．株式交換の日

平成12年３月１日（予定）

２．両社の株式交換契約承認株主総会の日

平成12年１月28日（予定）

３．株式交換の方法

当社がグローリー商事株式会社の完全親会社となり、グローリー商事株式会社が当社の完全子会社とな

るため、株式交換の日をもって、グローリー商事株式会社株主（当社を除く）の有するグローリー商事株式

会社株式が当社に移転するとともに、グローリー商事株式会社の株主（当社を除く）は当社が株式交換に際

して発行する新株式の割り当てを受け当社の株主となります。

４．株式交換比率

グローリー商事株式会社の株式１株（１株の額面金額 500円）に対し、当社の株式15.6株（１株の額面

金額50円）の交付を予定しております。

また、株式交換によって発行する当社の額面普通株式（１株の額面金額50円） 3,089,236株に対する利

益配当金の計算は、平成11年10月１日を起算日としてこれを行います。

５．株式交換交付金

当社は、グローリー商事株式会社の株主に対し、株式交換交付金の支払を行いません。

６．株式交換によって増加すべき資本金及び資本準備金の額

(1) 資本金

154,461,800円

(2) 資本準備金

株式交換の日にグローリー商事株式会社に現存する純資産額に、グローリー商事株式会社の発行済

株式の総数に対する株式交換により当社に移転する株式の数の割合（約37.1％）を乗じた額から、増加

すべき資本金 154,461,800円を控除した額

７．グローリー商事株式会社の主な事業の内容、規模

(1) 主な事業の内容

貨幣処理機、情報処理機、自動販売機、自動サービス機器等の販売及び保守

(2) 売上高、当期純利益

（平成10年４月１日から平成11年３月31日）

売 上 高 87,204百万円

当期純利益 427百万円

(3) 資産・負債及び資本の額、従業員数

（平成11年３月31日現在）

資 産 66,291百万円

負 債 48,295百万円

資 本 17,996百万円

従 業 員 数 1,627名
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当中間会計期間（自平成12年４月１日 至平成12年９月30日）

該当事項はありません。

前事業年度（自平成11年４月１日 至平成12年３月31日）

該当事項はありません。

(2）そ の 他

平成12年11月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

① 中間配当による配当金の総額…………………… 302百万円

② １株当たりの金額………………………………… ８円

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成12年12月12日

（注） 平成12年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。

④ 上記中間配当に伴う利益準備金の積立金はありません。
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第６ 提出会社の参考情報

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有 価 証 券 報 告 書
及びその添付書類

事 業 年 度
（第 54 期）

自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日

平成12年６月30日
関東財務局長に提出
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第二部 提出会社の保証会社等の情報

該当事項はありません。


